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１．はじめに
企業の予算管理は，予算を手段とする経営管理であると一般に解されてい
る。このような予算管理は，1920年代のアメリカにおいて実践的にもかなり
普及していた。本稿では，このような時期における予算管理の特質について
述べることにする。
2．公共予算の先駆的意義
アメリカの産業において，企業予算がかなり広範囲にわたり普及発展する
ようになった時期に当る1920年代には，第１次大戦後における企業をとり巻
く社会経済的環境の急変という企業外的変化が生起した。このような経済的
背景のもとで現れた企業集中運動の進展は，企業に経営構造の再構成の気運
を促進させるとともに，そのような情況のもとに管理組織の新たな再編問題
を惹起させることにもなったのである(1)｡こうした企業内外の環境変化は,他
面において進展しつつあった産業合理化運動と相俟って，企業の経営管理の
側面において集権的管〕理の視点からする調整の機能と効率管理機能の発展を
促進したのである(2)｡企業予算は,このような情況のもとで制度的に定着して
いる。したがって，定着期における企業予算制度は，－面では効率管理を志
向していたとみることができる。いうまでもなく，後にみるように，企業予
算は，トップ・マネジメントによる総合管理の手段として普及発展したから
である。ここでは，この点にとりわけ注目しておきたい。
さて，このように考えるならば，「産業合理化運動の進展は，主として予算
－３５－
金沢大学経済学部論築第８巻第２号１９８８．３
統制（budgetarycontrol）と呼称されていた企業予算の普及にとって，そ
れを促進した背景とみることができる｣(3)と説かれる津曲直躬教授の見解は，
予算制度の確立ということについて－つの明確な視点を示したものとして高
く評価されるべきであろう。しかしながら，津曲教授が産業合理化運動の課
題や企業予算を効率管理と関連づけて検討していたのかとなると，筆者のみ
るところでは，必ずしも十分なものとはいえない。たとえば，津曲教授が，
公共予算と企業予算の区別を論じられたところで,｢支出の割当を通じて多様
な行政計画を統一的に調整し，執行活動を統制する公共予算制度の形式は，
営利企業においても，トップ・マネジメント機織による総合管理のために利
用可能であった」(4)と述べられ，「少なくとも，それは，産業合理化運動の課
題と結びつくことができたのである｣(5)と説かれるが,これは,教授が産業合
理化運動の課題を企業予算の計画調整機能と統制機能とに関連させながら，
企業予算の特質把握を試みられたことを示唆するものである。その場合，産
業合理化運動の進展ということを背景において発展した企業予算制度の形式
的枠組みは,公共予算制度のなかにみることができると論じられたのであり，
ここでは，企業予算制度における公共予算制度の先駆的意義を強調している
点には注目しうるものの，企業予算が効率管理とどのように結びついていた
のかについて十分に説明しているとはいえない。また，公共予算制度の先駆
性を強調するのであれば，その一方において企業予算の固有性ということを
考慮に入れておく必要があろう。企業予算制度が，公共予算制度のある側面
の影響をうけて制度的に定着したとしても，それ自体として自立化するため
には固有の条件が存していたとみなければならないからである．しかし，こ
の点の解明は，企業予算の基本的機能に関する考察をとおして可能になるで
あろう。
そこでまず，1920年代のアメリカにおける論考において，公共予算の本質
が企業予算の側からどのようなものとしてとらえられていたのかについてみ
ていくことにしたい。
公共予算は,･股初，地方都市によって採用され，その後州政府に適用され，
やがて1921年に，「予算および会計法」が連邦議会に提出されるにいたって，
連邦予算として成立している。アメリカにおいて最初に採用されたといわれ
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る地方都市の予算は，地方政府轍貝の支出を抑制するとともに，税負担者の
納税に関する不満を解消するために採用されたといわれる(6)｡したがって,そ
こにおける公共予算は，いうまでもなく，利益目標を制御基準とする営利事
業の予算と異なって利益目標との関連性をもたないことから，このような構
造のもとでの歳入側を示す収入予算というものは，支出予算に充当するため
の資金を確保することに力点をおいて設定されなければならなかったのであ
る。この意味で，公共予算では，まず，浪費抑制策その他の方法によって支
出側を正当化する必要があったといえる。予算は，むしろそのための手段と
して適用されていたとみることができるであろう。このことに関連して，，．
Ｍ,Rogelもが，「公共予算（govemmentalbudgets）の主要目的は，特定
の目的や部門にたし､する資金の支出管理を行うことにある｣(7)と述べているが，
ここに示されている支出管理とは，上述のような意味のものであると解され
なければならないであろう。
ここで，－つ注目すべきことは，公共予算が支出管理を主要目的とするも
のであったにもかかわらず，政府の部・課にたいする有効性管理や成果管理
の面は軽視されていたといわれる点である(8)。そうであれば，このことは，公
共予算が字義どおりの有効性管理や能率管理にたいする役割をあまり期待さ
れていなかったことを示すものである。
このようにみてくると，公共予算制度の特質は，所要の収入の確保を前提
して遂行される支出割当に関する計画的調整と執行統制であると解すること
ができる。このことをつきつめて表現すれば，やはりそれは，支出統制に重
点をおいていたといえるであろう。さらに，管理過程に関連づけてみれば，
支出ベースの統制プロセスに計画設定（予算編成）段階と執行段階が含まれ
るということを，これは意味している(9)｡つまり，公共予算の重点が支出統制
にあるということであれば，資金または資源の出入は，それの利用計画の決
定から当該計画の執行にいたるまでのすべての過程において認識される支出
に則して統制されなければならないということである。これ力;・アメリカに
おける1920年頃の公共予算の性格について，企業予算側から論じた諸論考に
基づいて検討したことにより得られた一応の結論である。
さて，企業予算の成立は，通説によれば，公共予算の発展に由来するとい
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われている。そうであれば，企業予算の特質を把握するためにも，公共予算
が企業予算にいかなる影響を及ぼしたのかが明らかにされなければならない。
この問題は，企業予算の基本的機能を析出する作業を通じて解明されるであ
ろう。企業予算の本質的特徴は，それが経営管理の手段であるという視点に
たって求められなければならないからであるｎｏ)。
3．予算管理を支える基礎
既述のように，アメリカにおいて今世紀初頭に成立したアメリカ型公共予
算は，有効性管理や能率管理にたいする役立ちを期待されていなかった。行
政活動にたいする公共予算の役割は，基本的にそのような意味での支出管理
に向けられていたのである。しかし，ふたたびRogersの所説にもどるなら，
そこでの支出管理は，収入の予測・計画を考慮に入れたものであり，この意
味で支出統制を基軸とする収支の計画設定と執行統制という構造をなしてい
たとみることができる。公共予算制度がなぜそのような構造をなしていたの
かについて，ここで詳細な議論を展開することはしないが，一部の論者が強
調しているように，このような公共予算制度の形式は，営利企業においても，
総合管理のために利用可能であったとみることはできる。また，それは統制
的な予算であるところから，産業合理化運動の課題とも結びつくことができ
たのではないかと思われる。
ところで，科学的管理運動の進展が，とりわけ生産活動の計画化と業績評
価のために役立つ標準（standard）の発展をもたらしたことは，よく知られ
ていることである。作業場の労働者を対象においてすすめられた時間研究と
作業研究は，標準形成の基礎条件をつくりだしたのであるが，この研究の主
導者は会計士よりもむしろ技術者であったという点に注意を要する。なぜな
ら，このような事情のもとで形成された標準は，技術者主導による物量的標
準のかたちをとって現れたからである。それゆえに，この標準は，やがて限
界を露呈することになる。つまり，生産活動それ自体は，多様性をもつこと
もあれば，また－企業が異種製品を生産するようになると，相互に異質であ
るが関連性のある生産活動というものを物量基準のみに依存して管理すると
いうことでは不十分となり，多様な生産活動の異質性を同質化しうる共通尺
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度としての貨幣の形式によって実体を表現する方法を必要とするようになっ
たのである｡インプットーアウトプットの物理的関係を貨幣計算の形式によっ
て示すことが可能になれば，科学的管理の原則の適用と結節して労務費に関
する標準原価を得ることは必至の状況であった。また同様に原材料費などに
関する標準原価が示されるようになって，製品の標準原価単位の採用が可能
になったのである('１)｡製造間接費の研究は,やや遅れ気味の感を免れないが，
貨幣計算の形式による標準がすでに適用されていたという事情のもとでは，
製造間接費を統制するための技法あるいは方法が標準原価との絡みにおいて
求められたとみる視点を一概に軽視することはできないであろう。製造部門
における予算は，製造間接費を統制するために導入されたと主張している論
考をみることができるからである('2)。
そこで，企業予算展開の前提について，さらに詳しく検討することにした
い。ここではとくに，工場管理の視点から論及した文献が注目される。この
ような論考としては，Ｎ・ＡＣ.Ａ､公報に掲載されたものだけでも数多くみ
ることができるが,なかでも実務家であったＦ・RFletcherの論文は参考に
なるであろう('3)。彼によれば，原価計算の発展に触れたところで，製造指図
書に基づく原価記録の方式が普及するにつれて，原材料在庫に関する記録だ
けでなく，迅速で正確な時間記録を必要とするようになったというのである。
つまり，その当時，作業者や職長が記録していたタイムカードは，非能率で
あるうえに不正確でもあったので，正確を期すためにも時間記録担当者を採
用する必要があったのである。この時間係の採用が及ぼした影響は大きく，
その進展は，製造間接費の配賦計算に関して部門率の導入をもたらし，また
機械時間，作業時間，生産数量などの一定基準に基づいて費用予算を作成す
るように導ぴいたのである。この段階にいたると，管理者は，会計帳簿によっ
てコントロールされる原価数値の重要性を認識し，月次損益計算書の利用に
関心を示すようになるのであった｡このような情況のもとに会計担当者(cost
accountant）の職位は向上することになったとはいえ，会計担当者の作成し
た資料は，なお経営者を十分に満足させるようなものではなかったといわれ
る。その理由として，会計担当者が提示した資料は，会計的コントロールを
媒体とするものであるため，そのかぎりにおいて精確なものであっても，時
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間的な視点からの原価数値に関する偏差の原因分析と将来の見通しに役立つ
情報を提供しえなかったことがあげられる。産業において，技術者は，この
ような事情のもとで登場することになったのである。この場合，技術者がす
すめた調査研究による成果のなかで最たるものは，製品ライン，製品それ自
体，労働，工場設備などの分析をとおして，工場の生産能力を決定し，販売
数量と生産能力とのバランスを予定するという考え方を提供した点にある。
しかし，生産部門における問題は，販売予定数量に見合う生産をいかに遂
行するかということだけではなかった。その他にも，生産設備や労働力を年
間をとおして能率よく利用できるようにそれらの生産的布置を考慮する必要
があったのである。在庫管理の問題は，このような場面において再認識され
ることになり，安全余裕率を加味した適正在庫の決定と，したがって生産計
画は，工場管理における重要な問題として浮上することになったのである。
この段にいたり，予想売上高を過去の販売実繊に基づいて算定していたこれ
までの方式は、販売見稲（salesestimate）の方式によって代置されること
になったといわれる。つまり，在庫計画や生産計画を販売見穣に基づいて設
定するという方式が採用されたのである。その一方で，このようにして設定
された計画は，コントロール・システムがすでに企業に導入されていたこと
によって,このシステムとの接合を通じて,執行段階の統制活動においてチェッ
クされなければならなかったのである。このようなチェックの役割は通年の
原価記録と会計帳簿を管理する会計部門によって担われ，さらには計画設定
と統制という管理活動のもとに経済的な生産活動が推進されたということも
あって，この面から原価計算および原価報告書の重要性が一層増大すること
になったといえる。こうして結局，予定原価（predeterminedcost）およ
び標準原価が，会計士および技術者の双方によって唱導されるようになり，
これによって業績評価の基準が樹立されたことになる。
要するに，会計帳簿と結びついた原価計算システムは，経営管理者を困ら
せていた製品原価の季節的変動や周期的で大幅な変動差というものを製造指
図醤に基づく分析をとおして提示させることを可能にしたものの，その一方
で差異の原因分析，修正行動および計画設定という管理に役立つような分析
的データを提供しえないという問題が残ったのである。このために，経営管
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理者は，こうした管理活動を遂行するために不可欠な計数システムの基底的
構造に関する分析を技術者に求めたのであった。技術者の貢献によって，材
料費や労務費などの直接賀は，詳細な活動分析に基づいて再把握されるよう
になるとともに，製造間接費の配賦計算に関しても，基本的には正常能力に
基づくべきであることが主張されるようとなったのである。このような研究
方向は，標準の決定とそれを基底とする原価計算を志向しており，この面に
おいて標準原価計算の制度的展開を可能にしたとみることができる。以上の
ように，技術者によって具体的にすすめられた研究作業の成果は，原価計算
に関連するものとして，なによりも部門別の操業能力と，したがって過剰生
産能力を示しえた点にあり,前述したことと併せて注目されるところである。
操業能力の決定は，能率管理を促進させるだけでなく，ある意味では，販売
と生産の調整を管理問題として認識させることになり，このような展開の過
程で，販売予測に基づいて予算を作成するという方式への転換を促進したと
いえる。
このようにみてくると，企業予算の展開を基礎づけるものに，操業能力の
問題があったことを看過することはできない。しかし，企業予算展開の前提
は，それだけではなかったと考えられる。操業能力の決定は，販売と生産の
物量的調整の問題に結びつくとはいえ，それが企業経営という観点から取り
上げられるならば，貨幣計算の形式による計数的操作という方向へ向かわざ
るをえないからである。この意味で，材料費や労務費などの製造直接賀に関
する穂準原価,さらには製造間接費標準の決定をめぐる計数的操作の展開は，
じつは技術者の視点から企業経営者の視点への重点移動を伴うものであった
といえるであろう。そうであれば，そのことを企業経営の目標概念の変化と
会計職能の拡大の展開とみる見解には注目しなければならない('4)。前者は，
費用統制と販売・生産の増大とによって，収益性と財務安全性とのバランス
を確保しつつ資本利益率を極大化するという目標への展開であり，後者の任
務は，原価低減と資源の有効利用を企図する場合に障害となる要素を，標準
に対応して実績を集計するという作業をとおして，示すことにある。この場
合，技術者によって設定された標準は，その実施にさいして，部門管理者と
しての職長の協力を必要とするものであっても，管理者には有効な情報であ
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るとみなされていた。他方，製造原価をチェックするための会計資料は，標
準あるいは予定との比較を可能にするものとして作成されたため，工場での
管理活動にたし､する計数的機能は，技術者と会計士との協調関係の所産とい
える。だが，この協調関係が，1920年前後期に，技術者職能と会計士職能と
が一体的なものとなっていたことを示すものであるといえるかとなると，必
ずしもそうとはいいきれないものがある。たとえば，Fletcherは，「経営工学
士と原価会計士との基本的関係は，標準の設定が前者の任務に属し，これに
たいし標準に対応して実際原価を集積することが原価会計士の任務であると
いうことにある(１５)｡」と述べている。この主張は，会計職能が標準設定には必
ずしも関与しないものの，比較による牽制機能をもつということを示唆する
ものである。それは，会計職能が，過去データの整理・統合という作業をと
おして実績情報を管理者に提供し，その条件のもとに計画の執行過程として
の統制に牽制機能を介して貢献するだけでなく，計画設定過程にも貢献でき
るということを示している。その場合の計画設定の主体はあくまでも管理者
であって，技術者は，標準の設定をとおしてその活動に貢献したといえる。
換言すれば，計画設定活動は，技術者および会計士の援助を必要とするもの
であっても，執行過程としての統制活動には，会計職能が不可欠であった。
したがって，技術者が製造部門の枠内でのみ標準を設定したのであれば，Ｊ・
OMckinseyが述べるように，「会計士は,通常,標準原価を製造に関する原
価に限定してきた('6)」ということに帰着することになる。
だが，製造部門における標準設定の方式を一般管理部門や販売部門に適用
させるという思考は，当時としても存在していた('7)。しかし，そうであって
も，科学的管理法を基盤とする当時の管理情況のもとで，この方式を製造費
用以外の諸費用にまで拡大適用させるには，解決を要する多くの問題が存在
していたといえる。さらにいえば，技術者によって確立された標準原価の決
定方式は，会計士が過去１～２期間の生産量を正常生産量あるいは標準生産
量と考えて，こうした生産実数に基づいて標準原価を決定していたこれまで
の方式を，予想生産量に基づいて決定するという方式への切り換えを求める
ものであり，この面において流通部門に関してはなお解決を要する問題が含
まれていたとはいえ，ひっきょう計画的思考の萌芽があったことは認めるこ
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とができる。
さて，会計士の標準原価は，製造原価を考慮下のすべての期間に平均的に
原価配分することを優先させる場合には有益であったといわれている('8).し
かしながら，このような標準原価は，能率水準を示しえないということを別
にしても，管理統制の手段を必要としていた管理者を満足させるものではな
かった。とりわけ，計画設定に関する情報として，それは不十分なものとみ
なされていたのである。Ｊ､OMckinseyは，つぎのように述べている。「工
業経営者は，未来の諸経営活動に関する計画設定を必要としているし，この
ような計画は，それらの経営活動に期待するものに関する情報に基づいて設
定されなければならない。このような情報は，科学的|こそして正確に作成さ
れた見戟りからしか形成されえない」とu,)。この場合，MCkinseyは，管理
目的の視点から，過去の生産量に基づいて形成される標準原価よりもむしろ
未来志向の計画が重視されるべきことを提唱したのである｡ここに，企業予
算導入にいたる－つの道筋が示されている。
ところで，管理統制の視点が重視されることになれば，費用管理としての
財務管理が，財務流動性維持の管理をそこに含みながら￣層強力に推進され
なければならなかった。このような財務管理は，日常の業務活動のなかで生
起する可能性のある資金ショートを事前に予防するためあるいはそれに備え
るための諸方策を決定し，執行統制するという実体的な資金管理として推進
されるものであっても，それはたんなる当座的資金の収支管理にとどまるも
のではなく，期間計画的資金管理を含むものであった。それゆえに，このよ
うな資金計画は,｢企業のすべての部門の活動予想とこれらの部門活動に由来
する現金収支に関する決定とを示す見積りを作成することによってのみ正確
に設定される(２０>」と説くMckinseyの見解から明らかなように,企業の業務
活動全体を網羅するような仕組みをもつものとして展開されなければならな
かったのである。それゆえに，現金収支の見禰りに基づいて作成された財務
予算は，たんに現金収支の見菰りを表示するだけでなく，費用管]堅のために
手段としての機能を発揮するものとして形成されたのである｡この点につい
てもMckinseyは，明確に述べている。彼によれば，固有の財務統制は,二
つの点で原価および原価記録と非常に密接につながっているというのである。
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そこに示されている二項目を示せば，つぎのとおりである。１資金が不十
分であれば，設備，材料，消耗品等が不足する。その結果は，原価の増大を
もたらす非能率な材料と労働の消費となる。２資金の固有な使途のために
は，最も経済的な生産方法を示すデータ，および財務計画作成の基礎として
役立つデータを必要とする｡原価記録は,このデータの素材部分を提供する(21)。
この見解は，財務管理志向的な予算管理において，企業予算が企業の総合
管理の手段として有効であることを示唆しているとみることができる。
４．企業予算の技術的特徴
さて,過去の生産数量に基づいて正常生産量あるいは標準生産量を決定し，
これを基礎数値において標準原価を算定するという方式は，管理統制の視点
から修正されなければならなかった。つまり，会計士によって算定された標
準原価は，計画設定を必要としていた経営管理者による管理のための手段と
して不十分なものであったのである。
また，こうした未来志向の経営管理が重視されたことによって，財務管理
が，それに固有な計画管理機能を軸にして発展するにいたること必至の情況
であった｡貨幣計算の形式による予算が企業に導入されるための基礎条件は，
このように形成されたのである。
企業予算の適用を促進させた土壌としては，以上のように企業経営上の諸
要求をあげうるが，その形式的枠組みは，やはり公共予算のなかにあるとみ
ることができるであろう。
ところで，企業予算は，すでに述べてきたように，企業会計をそれの技術
的枠組みとしている。その意味において，それは，至極当然のことではある
が，損益計算と結びついていたのである。そこで，企業予算としての損益計
算の図式には注目しなければならないであろう。企業予算概念が期間損益計
算と接合する過程を通じて，所要収益一予定利益＝許容費用というシェーマ
が実践的にも定着しつつあったことは認めうるからである。この点は，Ｎ､Ａ
Ｃ.Ａ公報掲載の諸論文によっても知りうる。たとえば，ＲＷ・Darnellは，
「企業の総収益から予定利益（anticipatedprofit）を控除することによっ
て，企業の経営活動において消費しうる額が残るであろう｡」(22)と述べて，こ
－４４－
予算管理と管理過程（吉村）
の額は，販売費，広告宣伝費，一般管理費，製造間接費，直接労務費，材料
費に分割されるとしている。この原価要素の許容額は，総原価に占める割合
として決定されるべきであり，工場はこれらの許容費用の枠内で運営される
べきであるというのである。そして，製造間接費を引合いに出して，それを
予算の枠内におさえるために，各部門にたいする正しい統制を確立する必要
があると説くのである(23)。また，これらの予算は，過去のデータにのみ依存
して設定されるべきでなく，所要予算としてたてられ指標としての役割を果
たすものでなければならないとし，その意味で，これらの費用予算は，変動
費と固定費とに区分して表示されるべきであると主張するのである(24)。
同様に，自動車会社のコントローラーであったＬＡＢａｒｏｎもつぎのよう
に説いている。経営管理者は，販売高を予測するだけでなく，一定の価格で
自動車が生産され販売される場合に，どの程度の利潤を極得すべきかを予測
しなければならないとしたうえで，この数値は総販売高に－定率を課すこと
によって算定されると述べている(25)。支出の予測は，そのつぎの段階で行わ
れるというのである(26》･
すべての論者が上のように主張しているとはいえないし，それがすべての
予算実務において一般的なシステムであるとの確証を得ているわけでもない
が，少なくとも，筆者は当時の基本的予算手続が上のようなシステムに基づ
くものであったと考えている。
そうであれば，こうした脈絡からも，公共予算制度の先駆的意義を認めえ
ないというわけにはいかないであろう。支出統制に力点をおいていた公共予
算は，財務管理のもとでの費用統制に力点をおいた企業予算に継承される形
式を備えていたとみることができるからである。企業予算側にたってとらえ
直すなら，とりわけその技術的枠組みをなす企業会計にとっても，それは受
容できる先駆的形態であったとみることができる。
だが，こうした企業予算が制度的に定着するまでには，諸種の問題があっ
た。すでに明らかなように，企業予算は，1920年代には会計的手段にまで到
達していたとはいえ，管理者や従業員の知的協調がなければそれを成功裡に
運営することは困難であった。とりわけ，部門活動を指揮することのできた
職長（forCman）との関係は，重要なものであった。なぜなら，諸論者が説
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くように，経営者は職長を介して部門の費用削減を実現しようとしていたか
らである。しかし，職長は，その日常的な統制活動を工場労働者側にたって
すすめがちであったし，費用低減化にたいしてもさほど関心を示さなかった
といわれている(27)。そうであれば，そのことは，管理手段の普及にとって，
それを妨げる一つの要因となるものであるから，上記の管理活動を遂行する
ためには，効果的な手だてを必要としていたといえる。こうした情況のもと
で；企業において実施された方法の一つが動機づけ管理であった。とりわけ，
金銭的手段を用いる方式は有効であったのである。たとえば，Damellが述
べるように，産業において大きな節約をもたらしたものは金銭的刺激であっ
た。しかも，それは，管理者にたいしてだけでなく，刺激的計画のもとで労
働に従事するすべてのエ場労働者にたいしても有効であった。彼によれば，
この刺激的計画を実施することによって，エ場労働者には生産増加を，同様
に職長には費用低減の効果をもたらすというのである(28》｡このような方法は，
予算への関心を高めるためにも役立ったのである。Ｂａｍｎは「予算にたし､す
る職長の関心を高めるために,予算遂行にたいする褒賞として月当り100ドル
・の特別支出金をあてるように経営者を説得した(29)」と述べている。こうした
ことは，当然のことであるが，会計職能の変化を伴う。つまり，原価切下り
を直接的に実行することよりもむしろ無駄発生の原因を示すことに会計職能
の力点がおかれていたといえる(30)。このような会計は，原材料その他に関す
る浪費や不働費（idlecost）の発生を管理者業績と結びつける構造を有して
いたことになる。企業予算は，このような技術的枠組みに支えられてこそ，
刺激的管理としても有効な管理手段になりえたのである。
５．おわりに
これまで，統制型予算と一般に呼称されている1920年代の企業予算に焦点
を据えて，それの普及と発展を支える基盤について論じてきた。
技術者によって開発された標準は，企業会計と結びついて標準原価の形成
を促進したが，この段階で，標準原価は，それが企業会計の視点からとらえ
られたことによって，この意味での機能的限界を示すこととなった。
しかし，標準原価は，工場管理において比較のための基準として普及発展
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したのであって，やがてこうした基盤のうえに計画設定概念が出現すること
になった｡この計画設定概念は,経営者の必要を満たすために現れたのであっ
て，貨幣計算の形式による企業予算もこれと同様の情況のなかで成立してい
る。企業予算が制度として確立するまでにすでに公共予算制度が普及してい
たということは，公共予算制度が企業予算の形成に与えた影響を軽視しえな
いということを－面では示している。本稿では，公共予算制度における予算
機能の重点が,支出統制にあったことを明らかにしてきた。そうであるなら，
公共予算の主要な機能としてしばしば強調される調整は，計画設定と統制の
結果においてそうなるものとして理解すべきであろう。このように考えるな
らば，企業予算制度は，その支出統制のある側面において，公共予算制度と
共通の発現態様をそなえていたとみることができるであろう。このような側
面を濃厚にみせる予算の形式は，一般に統制型予算と称されて計画型予算と
区別されてきた。だが，このような区別は，予算管理にとって本質的なもの
ではないとおもわれる。企業予算が支出統制に力点をおいたとしても，それ
が十分に機能するためには,計画設定が前提となることを要するからである。
生成・発展期の予算統制において，予算の編成手続が重視され，さかんに議
論されたのもこの故であろう。企業予算の歴史的展開を統制型予算から計画
型予算への発展としてとらえるのは，それを形式的側面の展開としてみるか
ぎりにおいて問題がないとおもわれる。しかし，このような展開を，じつは
その内実との関係においてみることによって，企業予算の本質を把握するこ
とができるであろう。筆者は，以前に，予算管理の技術的側面は，利益目標
を制御基準とする会計的な手段体系であり，その組織的側面は，抑圧問題で
あることを指摘してきた。このような視角からみるとき，予算管理論におい
ては，企業予算の基本的機能を析出することがなによりも重要であるとおも
われる。筆者は，すでにこの基本的機能を集権的管理を保証するような調整
機能とみる見解を示してきた。しかしながら，そこではまた，いかなる手段
によって調整機能が発揮されるかという点について明らかにする必要があっ
たのである。
本稿では，この点の解明を試みたのであり，そのための素材を企業予算の
確立期における統制型予算に関する既存の文献に求めてきた。
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